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３．報告事項



中部地方整備局

（１）今年度の取組状況



令和３年度委員会での意見・質問等 今年度の取組状況 該当頁

インセンティブは有効である一方、
インセンティブを目的とした申請と
ならないように工夫が必要である。

これまでの申請状況を踏まえ、新規申請の増加と確実な継続申請を促進するため、中部地整
の「工事調達における総合評価落札方式の運用ガイドライン」の次期改定において、BCP認
定制度を入札制度の加点対象とする予定である。

P.２

現行のパンフレットの改定にあたって、BCP策定の意欲を高めるために自社の事業継続にお
ける危機意識を高めてもらうこと、地域防災力の向上のためにBCPを策定する必要があるこ
とを強調した。

P.２

BCPを策定していること自体が地
域のためになることを広報し、社会
的にBCPの認知度が向上されると
よい。

中小企業、行政、住民等が多数集まる中部ライフガードTEC 2022（令和4年10月4日～5
日）においてパネル展示、パンフレット配布によりBCPの有効性や地域社会への貢献の広報、
BCP認定制度の普及啓発を実施した。
専門紙の防災企画特集において、制度概要、認定状況及び工事種別拡充等の検討状況を広報。
管内の５県３政令市との防災に関する意見交換会や事務所主催の建設業協会との意見交換会
において、BCP認定制度を広報を実施した。

P.３

既に認定済みの中核的な企業から
その下請けの企業へ裾野を広げる取
組ができるとよい。

BCP認定制度の認定対象企業について、工事種別や等級によらず、全工種に拡充することに
より、裾野が広がることを期待する。
地域ごとに先進的な企業を中心とした勉強会を行う仕組みを検討していく。

P.３

時間や場所を選ばずに、いつでも、
誰でも見られるようにWEBを活用
するとよいのではないか。

講習会資料としてWEBでも公表できるように短時間講習用、長時間講習用の2種類を作成し
た。今回審議する改定内容を反映した後、公表方法を検討する。 P.３

BCP認定制度への未申請者を対象
にアンケート調査を実施し、未申請
の理由を確認すると今後の普及啓発
の参考となるのではないか。

未申請の理由について、建設業協会から聞き取りを実施。
BCPは認知されているものの、県よりもハードルは高く、目に見える利益につながらず申請
に踏みきれていない
特に規模の小さな企業ほど、この傾向は強い
入札時のインセンティブは申請の一歩を踏み出すきっかけとしては有効
引き続き拡充した工事種別の企業についても情報収集に努め、普及啓発の参考としていく。

P.３

電子申請手続きの導入について、
引き続き検討を推進することが望ま
しい。

申請手続きの負担減のため、持参又は郵送に加えてメールでも受付を行うこととし、評価要
領の申込方法にメールを追記。なお、電子申請については引き続き検討を実施する。 P.５

適合率の低い項目に対策として、
チェックリストを作成し、間違いや
すい項目の注意喚起を図るなどの工
夫があるとよい。

「よくある不適合項目のチェックリスト」を作成して、令和4年3月より中部地整ホームペー
ジに公開し、申請者のBCP作成の際に活用して頂いている。

ー

同チェックリストを前期申請時に提出した会社は全体的に適合率が高い傾向であることから、
今回の改定において「よくある不適合項目のチェックリスト」を評価要領の申込書類に明記
し、今後は申請時の作成・提出を必須とする。

ー

中部地方整備局

令和３年度委員会での意見・質問等に対する今年度の取組状況を以下に示す。なお、各取組の詳細については次頁以降に示す。

1

令和３年度委員会での意見・質問等及び今年度の取組状況



 BCP認定制度への新規申請件数は、初年度は198件、昨年度は41件
であったが、制度開始3年目である今年度は21件と低下してきている。

 令和4年度前期の認定企業はすべて中小企業に該当しており、少しず
つ中小企業にもBCP認定制度が浸透してきているが、20人以下の従
業員規模の企業における認定率は約23％と低い傾向であるため、中
小規模の企業に対しての認定申請を促進する取組をさらに強化する必
要がある。

■ BCP認定制度への申請に関する現状・課題

各県の認定状況（令和4年度前期時点）
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企業規模 対象企業 認定済 認定率

中小企業 418 204（＋9） 49%
中堅企業 53 37 70%
大企業 10 5 50%

合計 481 246（＋9） 51%

総従業員数 対象企業 認定済 認定率

20人以下 75 17（＋1） 23%
21～50人以下 181 80（＋5） 44%
51～100人以下 83 53（＋1） 64%
101人以上 142 96（＋2） 68%

合計 481 246 51%

総従業員数別の認定率企業規模別の認定率

（ ）内は前年度からの増加件数

■ インセンティブ（入札制度の評価対象）の導入

 これまでの申請状況を踏まえ、新規申請の増加と確実な継続申請を促
進するため、中部地方整備局の「工事調達における総合評価落札方式
の運用ガイドライン」の次期改定において、BCP認定制度を入札制
度の評価対象とする予定。

各地整のBCP認定制度 入札制度（総合評価落札方式）評価対象状況

東北

（港湾空港） （旧建設） （港湾空港部）

認定対象 空港等土木 全て 全て 一般土木工事 一般土木工事Ｃ

企業 港湾土木 維持修繕工事

港湾浚渫

空港等舗装

港湾等鋼構造物

あり あり なし あり あり あり あり

受付頻度 年２回 年４回 年２回 年１回 年２回

新規：２年 新規：２年 通常認定：２年

継続：３年 継続：３年 優良会社：３年

総合評価
加点

年２回

認定期間 ２年 ２年 ３年

一般土木工事Ｂ・Ｃ

維持修繕工事

アスファルト舗装工事

港湾土木工事Ａ・Ｂ

港湾等しゅんせつ工事Ａ・Ｂ

認定制度

国

関東
中部

近畿 中国 四国

■ 新規申請者向けパンフレットの改定

建設会社にとってのBCPを策定する効果、BCPの必要性に関する記載
を追記

BCPの策定効果の追記
①事業活動への早期復旧
②地域防災力の向上
③社会的評価の向上

報告事項①認定企業の増加

認定企業

木曽 1社

上伊那 8社

下伊那 11社

北部・中部 2社

岐阜・西濃 25社

中濃 7社

東濃 3社

飛騨 4社

西部 11社

中部 19社

東部 8社

伊豆 5社

尾張 70社

知多 1社

西三河 14社

東三河 9社

北部 16社

伊賀 1社

中部 11社

伊勢志摩 5社

東紀州 15社

0社

246社

県別

長野

県別の認定企業数

三重

岐阜

静岡

愛知

中部地整管外

合計

BCP認定企業位置図（令和4年度前期時点）

：認定企業の所在地

：地域境界線

：県境界線【凡例】



中部地方整備局
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■イベントでの広報

第10回 中部ライフガードTEC2022防災・減災・危機管理展に
おけるBCP認定制度のパネル出展（令和4年10月4日～5日）

■ 各種普及啓発の実施

■事務所による建設業協会意見交換会での広報

令和4年6月23日 清水建設業協会

令和4年6月29日 島田建設業協会

静岡国道事務所、静岡河川事務所、静岡県建設業協会との
意見交換会において、ＢＣＰ認定制度を広報■新聞・広報等による普及啓発

前期認定結果と後期申請受付の
プレスリリース（令和4年９月30日）

中部地方整備局統括防災官によるBCP認定制度の広報
（日刊建設工業新聞 令和4年12月8日）

【記事概要】
・令和２年度よりBCP認定制度を創設
・認定企業数は右肩下がりの状況
・新規申請の増加と確実な継続申請を確保す

るため、インセンティブの付与や認定の対
象とする工事種別の拡充等を検討

来場者数：16,786人

■講習会資料の作成（WEB活用）

講習会資料（短時間講習用） 講習会資料（長時間講習用）

報告事項①認定企業の増加

■５県３政令市との防災に関する意見交換会での広報

令和4年4月18日 三重県

令和4年4月20日 岐阜県

令和4年4月21日 静岡市

令和4年4月21日 静岡県

中部地方整備局防災
グループ・港湾空港
部と5県３政令市の
危機管理関係部局・
土木関係部局との
「防災に関する意見
交換会」においてＢ
ＣＰ認定制度を広報

令和4年4月26日 浜松市

令和4年4月27日 名古屋市

令和4年4月28日 長野県

令和4年5月20日 愛知県

令和4年6月15日 静岡建設業協会

令和4年6月15日 富士建設業協会



報告事項②認定各社のBCP実効性向上
中部地方整備局

■ 認定会社へのヒアリング調査

■ BCP訓練事例集の更新

 各社のBCPの実効性向上には、策定したBCPに基づく訓練を実施し、
課題や問題点を抽出して、改善していく取組が有効である。

 BCP認定制度において、初めてBCPを策定した会社にとっては、災
害対応に関する訓練の実施経験が少ない事も想定される。

 過年度実施したアンケートでは、他社で実施している訓練事例や具体
的な訓練マニュアルを求める意見が多いため、訓練事例集のさらなる
充実化が必要である。

■ 訓練に関する現状・課題

建設会社へのヒアリング状況上：ヒアリング資料
右：ヒアリング調査票 4

 ヒアリング対象企業の
うち訓練実施済3社に
対するヒアリング結果
をもとに、訓練未実施
の企業の意見を踏まえ
て事例集へ追記

【ヒアリングの目的】
 訓練の実施に際しての問題、課題を把握したうえで、企業規模、立地

条件等の特性により有効な訓練は異なるため、異なる条件の建設会社
を抽出し、多様な訓練情報を取材し、訓練事例集の充実化を図る。

【ヒアリング対象企業の選定】
 過年度実施したアンケート結果での訓練実施状況をもとに、以下の理

由により訓練実施済3社、訓練未実施2社を選定した。

 ヒアリングにあたっては、各社の訓練をPDCAの各段階に分け、それ
ぞれの段階で工夫している点などを聴取した。

主な意見

訓練実施済

訓練の理解促進・
代理人の育成

• BCPの理解促進や班長等が来れない場合の代理人の育成を図るた
め、毎年の参加者を変えたり、即時対応を検討する訓練などを実
施することが災害時でも有効である。

他団体との連携の
必要性

• 臨機応変にそれぞれの役割を果たすために動く必要があるので、
訓練は他団体（警察・消防なども含め）との合同訓練も実施すべ
きである。

コンサルタントの
活用

• コンサルタントを活用して、客観的にBCP自体を評価してもらっ
たり、最新の知見を学べたり、訓練の実施内容の提案や振り返り
などをしてもらえると実効性が向上される。

訓練未実施

テナントでの訓練
実施

• 自社の建物でなく、テナントビルに構えている場合、訓練をどの
ように実施すればよいかわからない。

年齢に応じた訓練 • 参加者が高齢者、若手などの状況によって実施したほうがよい訓
練内容が異なるので、年齢に応じた訓練を実施したい。

選定理由
ヒアリング
聴取内容

選定企業規模
( )内は支店地域

訓練の取組が優秀であり、PDCAサイク
ルを適切に回せている会社

他社の訓練の参考と
なるような工夫点・
留意点

中堅(愛知)：1社
中小(長野)：1社
中小(静岡)：1社

過年度認定企業へのアンケートにより、訓
練の実施が出来ていないと回答した会社

訓練実施に際して
困っていることなど

中小(静岡)：1社
中小(長野)：1社

■訓練ヒアリング結果

コンサルタントによる講義
各種訓練における実施記録



中部地方整備局

 BCP認定制度における認定期間は3年間であり、令和5年度には令
和2年度に認定した196社は継続申請をする必要がある。

 BCP認定制度を継続的かつ安定的に運用していくために、令和2年
度の認定企業が継続申請の必要となるタイミングを捉えて、確実な
継続申請を促進する取組を推進する。

 申請手続きの負担減のため、持参又は郵送に加えてメールでも受付を行う
こととし、評価要領・ガイドライン等の申込方法にメールを追記。

 電子申請の導入については、引き続き検討を実施する。

5

■ 継続申請に関する現状・課題

報告事項③－1：確実な継続申請

報告事項③－２：申請手続きの簡素化・効率化

■ メールによる申請受付、電子申請の導入検討

報告事項③継続申請の推進

■ 認定期間満了、継続申請の通知方法の検討

 令和2年度に認定した196社が確実に継続申請を行えるように、認定期
間満了、継続申請の通知を作成し、BCPの見直しの必要性、継続申請時
において確認するポイント等を示したチラシを作成した。

 令和5年1月に令和2年度認定企業に対して上記の通知及びチラシをメー
ルにより配信予定である。

■ 申請手続きに関する現状・課題

 申請手続きは書類一式を持参・郵送により提出するため、申請者に
対する負担が大きい。

 3年おきに継続申請手続きが必要であるため、BCP認定制度を定着
させていくためには、申請手続きの負担軽減が必要である。

継続申請用チラシ（表）

継続申請時の審査のポ
イントを記載
①時点更新の確認
②訓練実施記録の提出
③改善、定期的点検の

実施記録の提出

Q&A形式で継続申請時
の注意点を記載

BCPの見直しの
必要性を記載

申込書類の提出
先を記載

【継続用チラシの目的】
 認定企業に対してBCPの見

直しの必要性を周知するこ
とでBCPの実効性を向上さ
せる。

 継続申請時の審査のポイン
トを記載することで、BCP
の改善が特に必要な項目を
わかりやすく周知する。

 訓練実施記録に関する緩和
措置、認定期間等に関して
の周知をする。

継続申請用チラシ（裏）
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（２）今後の取組



  

令和２年度（2020 年度） 

制度運営 初年度 
 

令和３年度（2021 年度） 

２年目 
 令和４年度（2022 年度） 

３年目 
 
令和５年度（2023 年度） 

４年目 
       

認定制度初年度      
審議事項 

 認定継続申請（初年度） 

       

   審議事項  

 

  

建設 BCP 実効性の向上（報告事項）       
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 継続申請の推進 

 

 

 

 継続申請の推進   

評価部会・委員会       

        評価部会（前期：9 月）       委員会（12 月） 評価部会（後期：1 月予定） 

 

   

 

 

【報告事項①：BCP認定制度の普及啓発】 

・目標とする認定企業数の検討・明確化 

・普及啓発 

初回申請 
受付 198 件 
認定 196 件 

【報告事項②：BCP訓練に関する優良事例の展開】 

・訓練事例集の作成 

【報告事項③-1：確実な継続申請】 

・インセンティブ制度の導入検討 

【報告事項③-2：申請手続きの簡素化・効率化】 

・電子申請に関する検討 

【報告事項③-1：確実な継続申請】 
・認定期間満了、継続のお知らせ通知 
・継続申請時の認定基準に関する広報 
・インセンティブ（総合評価落札方式における加点）の導入検討 
 

・地域ごとの認定状況に関する分析 

・BCP認定企業位置図の作成 

【報告事項③-2：申請手続きの簡素化・効率化】 
・メールによる申請受付の開始 
・引き続き電子申請の導入検討を実施 

・BCP認定状況 
・アンケート調査結果報告 
・BCP制度の実効性向上の取組 
・ガイドラインの改定 

・BCP認定基準の調整・設定 
・適合率が低い項目の抽出・分析及び 
ガイドラインの改定 

・BCP認定企業位置図の提示 

【認定企業に対するアンケート調査】 

依頼：220社 回答：122社 

・継続申請（初回継続） 
・BCP制度の実効性向上の取組 
・ガイドラインの改定 
 

・BCP認定制度の普及啓発 

（パンフレットの作成） 

【報告事項②：認定各社の BCP 実効性向上】 
・訓練実施者、未実施者に対するヒアリング調査 
・訓練マニュアル、事例集の充実化検討 

【報告事項①：認定企業の増加】 
・イベント（中部ライフガード TEC2022 等）におけるパネル展示など 
・新聞・広報等による普及啓発 
・パンフレットの充実化 

【普及啓発】 

・各種イベントでの普及啓発 

・パンフレット（改定版）の配布 

 

【BCP 実効性向上に関する情

報提供等】 

・訓練事例集の充実化 

・講習会等の開催 

継続申請見込み196件 

【継続申請を推進するための取組】 

・認定期間満了、継続のお知らせ通知 

・インセンティブ（総合評価落札方式

における加点）の導入 

【審議事項：ガイドライン等の見直し】 

・自然災害に関する最新情報の反映 

・申請書の適合状況等の整理、改善点の分析 

・ガイドラインの改定 

【審議事項②：継続申請時の評価基準】 
・継続申請時の評価基準に関する検討 
・訓練実施記録の緩和措置に関する検討 

・BCP認定の記録、データ分析 
・自然災害に関する最新情報の反映 
・ガイドラインの見直し、改定 
 

【ガイドライン等の見直し】 

・申請書の適合状況の整理 

・継続申請時の認定基準に関

する各社 BCPの検証 

・ガイドラインの改定 

【審議事項①：認定対象となる建設会社の拡充】 
・認定対象企業（工事種別）の拡充に関する検討 

初回申請 
受付 41 件 
認定 41 件 

初回申請 
前期：受付 9 件 

認定 9 件 
後期：受付 12 件 

・BCP 認定状況の分析 
・普及啓発に関する取組 
・実効性向上の取組方針 

・評価要領・ガイドラインの改定 
・普及啓発に関する取組 
・実効性向上の取り組み 

（２）今後の取組
中部地方整備局

 今年度は、次年度以降からの継続申請、新規申請の同時受付開始を見据えて、実効性向上に関する各種取組を推進した。

 今後は、継続申請時の評価結果をもとにガイドラインの見直しを図るとともに、認定企業向けの講習会の検討や訓練に関する
講習会等の取組を推進する。
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